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２－１．ディスクトップパソコンの仕様 
ハードディスク容量は年ごとに増加し、2000 年 30GB から 2005 年には 300GB、2010 年に




に機能が向上し、OS は Windows 2000 から Windows 8 となり、並列処理や 64bit 版もサーバ
等を対象としない一般ユーザーに対し提供されるものとなった。Windows XP以降のOSでは、
















4 1999 年 8 月に 1000 万ポリゴン/秒以上を処理できるグラフィック処理ユニットが NVIDIA 社から発売された。現在


























CPU 等システム LSI の高機能化により、ディスクトップで用いられる CPU と異なる処理





























                                                        





7 プロセッサ仕様は、インテル株式会社「インテル® プロセッサーの比較」にて作成した。 
http://www.intel.co.jp/content/www/jp/ja/processor-comparison/compare-intel-processors.html 
出典: JEITA 
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プロセッサー・ナンバー i7-4770T i3-3250T G870 G555 D2700 
コアの数 4 2 2 2 2 
スレッド数 8 4 2 2 4 
キャッシュ 8.0 MB 3.0 MB 3.0 MB 2.0 MB 1.0 MB 
動作周波数 2.50 GHz 3.00 GHz 3.10 GHz 2.70 GHz 2.13 GHz 
命令セット 64-bit 64-bit 64-bit 64-bit 64-bit 
リソグラフィー 22nm 22 nm 32 nm 32 nm 32 nm 
最大メモリーサイズ 32 GB 32 GB 32 GB 32 GB 4 GB 
メモリーの種類 DDR3-1333/1600 DDR3-1333/1600 DDR3-1066/1333 DDR3-1066 DDR3-800/1066 
メモリーチャネル数 2 2 2 2 1 
最大メモリー帯域幅 25.6 25.6 21 17 6.4 
グラフィックス定格周波数 350 MHz 650 MHz 850 MHz 850 MHz 640 MHz 
グラフィックス最大動的周波数 1.20 GHz 1.05 GHz 1.10 GHz 1.00 GHz - 
パッケージサイズ(mm) 37.5 x 37.5 37.5 x 37.5 37.5 x 37.5 37.5 x 37.5 22 X 22  
インテル® 64 ‡ Yes Yes Yes Yes Yes 
 
２－３．ネットワーク環境 
政府の e-Japan 政策によりネットワーク環境は急速に整備され、都市部では ADSL 接続か
ら光回線接続へと推移し、およそ 74％世帯がブローバンド回線の恩恵を受けられる環境が整
った8。無線通信規格も見直され、56Mbps の通信も普及し、ワイヤレスでの利便性が整い、







                                                        
8 平成 25 の情報通信白書では、FTTH 契約世帯比 43.5％、インターネット人口普及率は 79.5％,企業（従業員 100 人以
上）は 99％である。 
9 2002 年 IEEE802.11ｇ規格伝送速度 54Mbps、次世代無線 LAN 規格 IEEE802.11ac では理論値最大 600Mbps の高速通
信が可能となる。 
10 平成 25 の情報通信白書都道府県別情報化指標では、佐賀県の FTTH 契約数世帯比が最も少なく、次いで、長崎.宮
崎.鹿児島.青森の順である。ブロードバンド契約世帯比が最も高い東京都は、滋賀京都に次いで高く 53.4％であった。
















                                                        
11 NHK と民放を合わせた１日当たりのテレビジョン放送視聴時間は、平成 14 年は 3 時間 37 分、平成 24 年は 3 時間
45 分であり、大きな変化は見られない。 NHK 放送文化研究所「平成 24 年 6 月 全国個人視聴率調査」により
http://www.nhk.or.jp/bunken/yoron/rating/index.html 









































（出典）総務省「平成 23 年通信利用動向調査」 


















スマートフォンは、ディスプレイサイズが約 4.5 インチ前後、1280×720 ピクセルの製品が
最も多く発売され、2013 年には 1920×1080 ピクセルの製品が 30％のモデルに採用されてい
る。これらの表示は画面の絶対的な大きさを除けば、パソコンディスプレイと同等である。
また、メモリーとして 2GB、システム 32～64MB 記憶容量を備え、外部メモリーとして
microSD が使用可能である。ネットワークを介し、外部とのデータ転送速度も上り 5MB、下





                                                        
12 電話機を購入する際、身分証明書を必要とし、1 台 1 台に識別用 IC が備わり、専用のメールアドレスを持つ。これ
らが電話番号で識別できる状態に置かれる。メモリーには、氏名・電話番号・メールアドレスの個人情報データを持
つ。 
13 JEITA 統計資料>移動電話国内出荷実績、各社製品仕様より。 http://www.jeita.or.jp/japanese/ 
（出典）JEITA「パーソナルコンピュータ国内出荷実績」より作成
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表２．スマートフォンの CPU とメモリー 
発売時期 CPU コア数 メモリー 外部メモリー 
Qualcomm 1 RAM 512MB 2GB microSD 
Snapdragon MSM8255 1GHz ROM 1GB 32GB microSDHC 
Texas Instruments 2 RAM 1GB 2GB microSD 
OMAP4430 1GHz ROM 4GB 32GB microSDHC 
2011.11 NVIDIA 2 RAM 1GB 2GB microSD 
Tegra 2（T250） 1GHｚ ROM 16GB 32GB microSDHC 
Apple  2 RAM 512MB 非対応 
A5 1Ghz ROM 64GB   
Qualcomm  2 RAM 1GB 2GB microSD 
Snapdragon MSM8960 1.5Ghz ROM 16GB 32GB microSDHC 
Samsung  4 RAM 2GB 2GB microSD 
Exynos 4412 1.6Ghz ROM 32GB 32GB microSDHC 
64GB microSDXC 
2012.11 NVIDIA  4 RAM 2GB 2GB microSD 
Tegra 3 1.5Ghz ROM 64GB 32GB microSDHC 
64GB microSDXC 
Apple  2 RAM 1GB 非対応 






































































2012 年度のスマートカードは、輸出と輸入数合わせおよそ 2 億枚に達し、読み取り機器は












                                                        









































                                                        




み等の利用率はそれぞれ 54％と 33％であるが他国と比較すると低い状況である。 
図 9．電子マネーの利用頻度



























































年度 h24 h23 h22 h21 h20 h19 h18 h17 h16 
自宅パソコン 74.8 79.2 92 87 89.5 85.2 89.7 82.6 85.1 
携帯電話等機器     83.2 81.8           
携帯電話・ＰＨＳ 53.8 65.9     81.3 79.1 79.2 82.5 76.5 
タブレット型端末 10 5.3 2.2   2.8 2.4 2.3 1.5 4.7 
テレビ 5.1 5.2 2.8 2.6 2 1.1 1.5 0.7 0.2 
ゲーム機・その他の機器 7.8 7.6 5.8 6 4.9 3.2 2.8 1.7 1.7 
無回答 5.8 1  -  3.9 1.4 4.8 2.9 2.2 1.4 




固定電話等を用いた通信回数は、平成 14 年度は 827 億回、携帯電話等を含めた総回数の約
60％であったが毎年減少し、平成 20 年度は約 50％、平成 23 年度では 350 億回約 30％に減少
した。携帯電話と IP 電話を用いた通信回数は、固定電話と逆に毎年増加し、総回数 1083 億
回の 60％弱とおよそ 10％となった。１日当たりの通信時間も平成 14 年度から平成 23 年度の
間で、11.5 分減少した。電子メール利用率に大きな変化はないが、携帯機器の普及率が高い
ことから推測すると、日常の通信手段として定着し、常用されていると考えられる。 
郵便総数は減少傾向にあり、平成 14 年度から 24 年度間で約 57 億通減少したが、信書便事






                                                        
18 総務省情報流通行政局郵政行政部（平成 25 年 4 月）『信書便事業について』によると、平成 15 年と 23 年を比較す
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パソコン 1 台に対し小学校で 7.5 人、高等学校で 5.1 人、教室の LAN 整備率はおよそ 80％で
                                                        































４－２．教員の ICT 活用指導力 
教員に対し、教科の指導において情報機器を活用した指導と、情報機器に対する取り扱い
および情報を取り扱う知識技術の指導が求められる。これら教員の ICT 活用指導力に関する
平成 23 年度学校基本調査では各項目において 60％以上が「わりにできる・ややできる」で





図 14．教員のＩＣＴ活用指導力平成 19 年と平成 24 年調査との差 
                                                        
20 電子黒板の構造と機能は、黒板に板書し提示するに類似し、パソコン画面をプロジェクターを用い示す授業形態よ
り、通常の授業形態に近く、効果的な授業が実施できる。 
21 調査項目 ABCD の「教材研究や授業、ICT 活用や情報モラルを指導、公務に活用する能力」に対する調査では、
ICT 活用指導項教員のＩＣＴ活用指導力の状況において、「「わりにできる」若しくは「ややできる」」と回答した割
合を問う調査項目である。 
大項目として次の 4 項目が設けられ、それぞれ 4 つの小項目を持つ。大項目は次の 4 項目である。 
「Ａ 教材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力」「Ｂ 授業中にＩＣＴを活用して指導する能力」「Ｃ 
児童のＩＣＴ活用を指導する能力」「Ｄ 情報モラルなどを指導する能力」「Ｅ 校務にＩＣＴを活用する能力」 
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５．学習指導要領と人材育成 
平成 15 年度より高等学校に普通教科情報が設けられ、平成 20 年の中央教育審議会の答申




























                                                        
































全体 親 2.3 22 75.7 
情報活用能力高 親 6.8 18.2 75 
情報活用能力中 親 1 25.2 73.8 
情報活用能力低 親 0 16 84 




                                                        
24 総務省「スマートフォン及びタブレット PC の利用に関する実態及び意向に関する調査研究」(平成 24 年) 「親が
タブレット端末を使うための阻害要因」において、「使い方が難しくて使えない 57.3％」「後で面倒をみるのが大変 
54.4％」「タブレットの価格が高い 49.3％」「セキュリティが不安 43.2％」「親自体 IT に関心がない 42.5％」「親
は家族等のパソコンがあれば十分 9.6％」である。半数程度は親が充分な対応ができない状況が推測される。 
25 総務省「次世代 ICT 社会の実現がもたらす可能性に関する調査」（平成 23 年）でソーシャルメディアの現在の利用
数と利用経験の調査では、10 代 22％、20 代 27％が利用したことが無いと答えた。総務省「平成 24 年通信利用動向
調査」では、12 歳まで 30％、19 歳まで 50％、29 歳まで 59％が利用ありと答えた。 
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文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」平成 16 年度から平成 23 年度 
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/jouhouka/1259933.htm（2013.9.10 閲覧） 
 
総務省情報通信データベース「情報通信白書」 
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/new/index.html（2013.9.10 閲覧） 
 
総務省情報通信データベース「通信利用動向調査」 
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/new/index.html（2013.9.10 閲覧） 
